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１．はじめに 

 

滋賀県草津市南草津地区は立命館大学（学生数：約

17,500 名）をはじめとする玉川小学校（児童数：607

名）、玉川中学校（生徒数：443 名）、玉川高等学校

（生徒数：792 名）などの教育機関やパナソニックグル

ープ（従業員数：約4,500名）などの企業の施設、住宅

地が隣接しているため、１日であわせて 9,000名弱の通

勤・通学自転車が通行している地区である。また、この

地区は国土交通省および国家公安委員会が指定する「く

らしのみちゾーン」と「あんしん歩行エリア」に指定さ

れており、面的かつ総合的に死傷事故防止対策を講ずる

ことで事故抑制を目指した地区でもある。 

立命館大学では自転車通学者に対し、最寄り駅である

JR琵琶湖線（東海道本線）南草津駅から大学までの通学

経路として地区の外周道路である県道平野草津線、かが

やき通りの２つの幹線道路を推奨しているが、その幹線

道路においても十分な自転車走行空間の整備がなされて

いるとはいえず、歩道及び車道の路肩幅員は狭いままで

ある。また住宅地内の道路は幅員が狭く信号のない交差

点も多い。しかしながら、これらの道路を通学路として

いる児童も多く、また通勤・通学自転車の多くは住宅地

内の生活道路に進入しており通勤・通学者同士の事故や

地区住民との事故・トラブルが多発している。近年では

この地区内の交通事故発生件数における歩行者・自転車

の事故の割合は上昇している。 

そこで本研究では国土交通省により採択された社会実

験を通してこの地区が抱える自転車交通の現状と課題を

把握すると同時に、この地区に居住する住民や通学路を

通行する児童の安全と、自転車での通勤・通学者の安全

を両立するための方策を検討することを目的とする。 
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また、自転車交通の実態把握の方法としてICタグとア

ンテナを用いた計測システムを構築し、計測システムと

しての実用性の検討をおこなう。 

 

２．社会実験概要 

 

（１） 実験システム概要    

 今回の実験システムは電柱や街路灯などにUHF帯アン

テナを設置し、自転車には車輪のスポークに反射板とし

て取り付け、そのICタグを取り付けた自転車がアンテナ

受信範囲内（半径約２ｍ）を通過すると、その情報をア

ンテナが受信しID番号と通過時刻を記録するというもの

である。これにより、複数箇所のアンテナを通過した自

転車を照合することによって、対象地区における自転車

の通行経路を推計することができる。 

  

（２）実験方法 

今回の実験では南草津地区内の通勤・通学者の利用

経路を把握するため主要な通勤・通学経路上の電柱や街

路灯（７箇所）と立命館大学駐輪場（２箇所）にアンテ

ナを設置した。 

アンテナ設置箇所については下の図-1に示す。 
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図-1 アンテナ設置場所 



IC タグは、自転車通勤・通学をしている立命館大学

の学生、玉川中学校、玉川高等学校の生徒、パナソニッ

クグループの従業員と、徒歩で通学する玉川小学校の児

童に配布し、自転車通勤・通学者には自転車のスポーク

に、児童にはカバンに設置してもらった。また、立命館

大学の学生に関しては出発地によって５つのエリアに区

分している。 

実験は2009年11月～2010年1月におこなった。 

 

（３）通学経路の推定方法 

 通勤・通学経路は、その自転車の出発地、受信履歴の

残ったアンテナの位置、受信時刻などの計測データから

推定する。南草津駅を起点、立命館大学を終点とした場

合、以下のとおり経路１～経路７に分類することができ

る。また下の図-2に各経路を示す。 
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図-2 各経路 

 

経路１：アンテナＣ,Ｄ,Ｅ,Ｆに受信履歴があり、アン

テナＡ,Ｂ,Ｇにはない場合、国道１号線→南田

山交差点→県道平野草津線→市道桜ヶ丘西線を

通行する通学経路を推定できる。 

経路２：アンテナＢ,Ｃ,Ｄ,Ｅ,Ｆに受信履歴があり、ア

ンテナＡ,Ｇにはない場合、野路小林町内→南

田山交差点地下道→県道平野草津線→市道桜ヶ

丘西線を通行する通学経路を推定できる。 

経路３：アンテナＡ,Ｄ,Ｅ,Ｆに受信履歴があり、アン

テナＢ,Ｃ,Ｇにはない場合、野路町内→県道平

野草津線→市道桜ヶ丘西線を通行する通学経路

を推定できる。 

経路４：アンテナＡ,Ｅ,Ｆに受信履歴があり、アンテナ

Ｂ,Ｃ,Ｄ,Ｇにはない場合、野路町内→市道桜

ヶ丘西線を通行する通学経路を推定できる。 

経路５：アンテナＧに受信履歴があり、アンテナＡ,Ｂ,

Ｃ,Ｄ,Ｅ,Ｆにはない場合、野路北口交差点→

かがやき通りを通行する通学経路を推定できる。 

経路６：アンテナＥ,Ｆに受信履歴があり、アンテナＡ,

Ｂ,Ｃ,Ｄ,Ｇにはない場合、国道１号線→南田

山交差点→野路町内→市道桜ヶ丘西線を通行す

る通学経路を推定できる。 

経路７：アンテナＢ,Ｅ,Ｆに受信履歴があり、アンテナ

Ａ,Ｃ,Ｄ,Ｇにはない場合、野路小林町内→南

田山交差点地下道→野路町内→市道桜ヶ丘西線

を通行する通学経路を推定できる。 

 

このうち大学が推奨している経路は経路１および経

路５であるが、これらは幹線道路である国道１号線、京

滋バイパスを横断する必要があるため、多くの自転車が

信号待ちを避けて住宅地内に進入し、幹線道路を地下道

で横断する経路を利用しているのが現状である。 

上述の経路１～７のうち、経路２、経路７が野路小林

町内の生活道路を通行している経路、経路３、経路４が

野路町内の生活道路を通行している経路であり、通行抑

制を検討すべき経路であるといえる。また、経路１、経

路２は幹線道路である県道平野草津線を通行している経

路であるが、車道の路肩幅員が狭く、多くの自転車は歩

道上を通行している。このため、児童の下校時間帯には

Ｃ地点付近において児童との錯綜が発生することから、

対策を検討する必要があるといえる。 

 

３．実験システムの有効性について 

 

（１）調査概要 

今回の社会実験で用いる実験システムの計測データ

が有効に活用できるかを把握するため、そのシステムの

精度検証をおこなう必要があり、ここでは計測システム

で設置したアンテナがICタグを取り付けて通行する自転

車をどの程度計測できているのか、アンテナの計測率を

調査した。 

調査場所は図-1に示すＢ地点（南田山交差点地下

道）とＣ地点（県道平野草津線・野路７丁目）である。

調査日時はＢ地点が2009年12月18日（金）8：00～9：00、

12：00～13：00、18：00～18：30、Ｃ地点が2010年１月

13日（水）15：00～16：00である。 

Ｂ地点においては自転車交通量が多いと考えられる

朝、昼、夕方の時間帯別で５分ごとの自転車通行台数を

調査員の目視により計測した。Ｃ地点においては玉川小

学校の全学年の児童が同時に下校する水曜日の15：00～

16：00に、同様に５分間ごとの自転車交通量を目視によ

り計測する。 

 



 （２）計測精度調査場所の選定理由 

 Ｂ地点は幅員が狭く、歩行者・自転車・自動二輪車が

錯綜する非常に危険な地点である。また、今回の社会実

験の目的の一つである野路小林町への進入台数を計測す

るために重要な地点であるため、この地点での計測精度

を確認する必要がある。特に幅員が狭いためアンテナと

自転車の距離がはなれることなく保たれるので、この地

点において計測精度の調査をおこなうことで今回の実験

システム自体の計測精度を検証できると考えられる。 

 Ｃ地点は玉川小学校の児童が数多く利用する歩道橋付

近であり、歩行者と自転車の錯綜状況を調査するために

重要な地点である。Ｃ地点のアンテナは他の地点と比べ

歩行者と自転車の両者を同時に計測することが多いと考

えられ、その計測精度の調査をおこなう必要があると考

えられる。 

  

（３）調査結果 

調査結果に基づく実験システムの計測率を下の表-1、

表-2に示す。 

 

表-1 Ｂ地点における実験システムの計測率 

アンテナ タグ装着
受信台数（台） 実測台数（台）

8：00～9：00 220 219 100
12：00～13：00 124 129 96
18：00～18：30 113 115 98

時刻 計測率（％）

 

表-2 Ｃ地点における実験システムの計測率 

アンテナ タグ装着
受信台数（台） 実測台数（台）

15：00～16：00 48 66 73

時刻 計測率（％）

 

表-1よりＢ地点においてはいずれの時間帯も十分な

計測率が得られており、今回の実験システムは有効であ

ると判断できる。 

表-2よりＣ地点はＢ地点に比べて計測率が低くなっ

ている。これはＣ地点のアンテナは歩道橋を利用する歩

行者と歩道を通行する自転車の両者のICタグを受信する

ためにアンテナを歩道からわずかに歩道橋方面に傾けて

設置しているためと考えられる。またＢ地点とＣ地点は

ともに狭い幅員であるが、Ｂ地点は測定範囲外を通行で

きない地下道であり、Ｃ地点は歩道に歩行者がいる場合、

歩行者を避けて測定範囲外の車道を通行する自転車も多

いことも計測率低下の原因であると考えられる。 

 

４．南草津地区における通学環境の現状 

  

 （１）Ｃ地点での自転車交通量 

 2009年11月12日（木）の計測データをもとに、自転車

と児童が錯綜する危険性があるＣ地点での現状における

自転車交通量を下の図-3に示す。 

 

図-3 C地点における自転車交通量 

 

（２）Ｃ地点での錯綜状況 

Ｃ地点（県道平野草津線・野路７丁目）において同

じ時間帯に通学児童と大学生の自転車が通行しているこ

とから、両者の錯綜の可能性が考えられる。そこで児童

の登下校によって錯綜の危険性が大きいと考えられる時

間帯において、５分間ごとの通学児童と大学生の自転車

の交通量を見ることにする。錯綜の危険性はその歩道の

幅員が狭いほど高く、両者が同一方向に進行している場

合より対向方向に進行している場合のほうが高いことが

わかっている1,2)。ここでは児童、自転車のいずれも受

信履歴がＣ地点のみの場合を「Ｃ地点のみ」、Ｃ地点に

受信履歴がありそれ以前にＢ地点の受信履歴がある場合

またはその後にＤ地点、Ｅ地点、Ｆ地点のいずれかに受

信履歴がある場合を南草津駅から玉川小学校、立命館大

学方面に向かって通行していると判断して「駅方面から

大学方面」に、Ｃ地点に受信履歴がありそれ以前にＤ地

点、Ｅ地点、Ｆ地点のいずれかに受信履歴がある場合ま

たはその後にＢ地点の受信履歴がある場合を玉川小学校、

立命館大学から南草津駅方面に向かって通行していると

判断して「大学方面から駅方面」に分類して、方向別の

通行人数と通行台数を推計する。結果を下の表-3、表-4

に示す。 

 

表-3  C地点における通行人数 

 

 



表-4 C地点における自転車交通量 

 

 

 表-3,表-4をみてみるとＣ地点において児童の登校時

間帯ではほぼ大学生の自転車は通行しておらず錯綜はな

いことがわかる。児童の下校時間帯においても自転車の

交通量は大きくなく児童と大学生の自転車の対向方向で

の錯綜と同一方向での錯綜はそれぞれ１回ずつのみであ

った。このことから児童と自転車の錯綜の危険性は自転

車の交通量が要因とは言えず、Ｃ地点の歩道幅員の狭さ

に大きな影響を受けていると考えられる。 

 

（３）現状での通学経路 

自転車のICタグと複数のアンテナ受信履歴から、現

状での通勤・通学経路と各経路の自転車交通量を推定す

る。今回の実験では立命館大学に自転車を利用して通学

しているすべての学生にICタグを配布したが、ここでは

国道１号線より琵琶湖側を出発地としている学生（属性

１）とJR南草津駅前駐輪場を出発地としている学生（属

性２）を対象として2009年11月9日（月）の計測データ

から２.（２）で分類した経路１～経路７の現状での交

通量を推定し、各経路割合を下の図-4,図-5に示す。 

 

 

図-4 属性１における各経路割合 

 

図-5 属性２における各経路割合 

 

属性別でみると、属性１についてもっとも割合の大

きい経路は経路６であるが、Ｂ地点を通行する経路２、

経路７を合計した割合は経路６の割合より大きいことが

わかる。属性２についてはＢ地点を通行する経路２がも

っとも大きい割合であり、経路７と合計すると約72％の

学生が野路小林町内に進入していることがわかる。 

また、属性１の約53％の学生が、属性２の約44％の

学生が野路町内（経路３,４,６,７）に進入しているが、

住宅地内の生活道路を通行する経路（経路３,４）では

なく、住宅地の外周部に近い十禅寺川沿いの経路（経路

６,７）を通行している学生が多い。 

かがやき通りを通学経路とする学生（経路５）は属

性１では約５％、属性２では約１％にとどまっている。 

 

５．現状の課題への対策と社会実験によるその効果分析 

～野路小林町への自転車流入抑制実験～ 

  

（１） 社会実験概要 

 野路小林町の生活道路への自転車流入を抑制するため、

2009年11月26日（木）、11月27日（金）両日とも8：30

～10：00の期間において南草津駅前駐輪場から野路小林

町へ進入する道路で交通規制（交差点の指定方向外進入

禁止）をおこない、その間の自転車の通行経路を把握す

る。交通規制を実施した位置は下の図-6で示す。 

駐輪場

進入禁止区間
野路小林町

JR南草津駅

A

B 地下道

 

図-6 進入禁止区間の周辺図 



（２） 抑制中の通学経路の推定と通行量の推計 

 ２.（２）で示したように属性１、属性２を対象に経

路１～経路７の抑制中の交通量を推定し、下の表-5,表-

6に示した。 

 

表-5 2009年11月26日（木）の各経路の自転車交通量 

 

表-6 2009年11月27日（金）の各経路の自転車交通量 

 

 

 表-5,表-6より属性別でみると属性１は経路６がもっ

とも多い交通量となり属性２は経路１がもっとも多い交

通量となった。１日目（11月26日）と２日目（11月27

日）で比較すると、属性１は経路１、経路６ともに交通

量が減尐しＢ地点を通過する経路２、経路７が増加して

いる。属性２についても同様に経路２、経路７の増加が

みられる。１日目と２日目で交通量に変化が生じた理由

として１日目はわかりやすい経路を選択し、２日目は１

日目の経験をもとに新たな経路を選択する学生が多かっ

たためと推測できる。 

 c) 抑制前と抑制中の比較 

 現状（2009年11月9日（月））と抑制時（2009年11月2

6日（木）、11月27日（金））の8：30～10：00の各通学

経路の選択割合を属性１と属性２を対象に図-6～図-9に

示し、比較する。なお、通行抑制中（11月26日、11月2

7日）の選択割合については２日間の交通量をあわせた

ものである。 

 

図-6 属性１の各経路の選択割合（現状） 

 

図-7 属性１の各経路の選択割合（通行抑制中） 

 

図-8 属性２の各経路の選択割合（現状） 

 

図-9 属性２の各経路の選択割合（通行抑制中） 

  

最後に、図-6～図-9をもとに属性１、属性２の各々に

ついて、現状と通行抑制中の各経路の選択割合を地図上

に示したものが図-10～図-13である。 

 

 

図-10 属性１の自転車の通学経路（現状） 



 

図-11 属性１の自転車の通学経路（通行抑制中）

 

図-12 属性２の自転車の通学経路（現状） 

 

図-13 属性２の自転車の通学経路（通行抑制中） 

 

現状と抑制中とを比較すると、図-9～図-12よりＢ地

点を通過する自転車は属性１では約17％、属性２では

約52％減尐している。属性１は抑制前の調査では経路

２がもっとも選択割合が大きかったが、通行抑制中は経

路６の割合がもっとも大きくなった。また、属性２はＢ

地点を通る経路２、経路７の割合が約75％であったが、

通行抑制中は経路１の割合がもっとも多くなり半数を超

えた。このことから属性２について経路２を利用してい

た学生の多くは経路１に移行したと予測でき、抑制の効

果はあったと考えられる。また、Ｂ地点を通行している

属性１の学生も、多くは野路小林町内を通行しているの

ではなく、ＪＲ琵琶湖線の北西側から十禅寺川沿いに通

行していることが推測される。これらのことから社会実

験中の野路小林町内の通行抑制効果はあったと判断でき

る。 

 

６．結論 

 

 今回の社会実験で用いた実験システムは計測率調査の

結果、高い計測率を示しており、有効であると判断でき

る。ただし設置場所の条件によって計測率が変化するこ

とから設置場所の条件に応じた計測率の把握と交通量の

補正方法の検討が必要である。また、今回の社会実験で

はアンテナは歩道の片側のみ設置しているため、より精

確な交通量を把握するためには複数のアンテナを組み合

わせて設置するなど設置方法の検討も必要である。 

今回の調査や実験より現状での立命館大学学生の通

学経路は、多くの学生が市道桜ヶ丘西線を利用し、また

生活道路へ進入して通学している現状が明らかになった。

この課題への対策として実施した野路小林町への自転車

流入抑制実験では通学経路の割合が大きく変化し、大学

が推奨する通学経路の割合が大きくなったことから実験

効果はあったと判断できる。ただし、この実験は２日間

の8：30～10：00のみ実施したものであり、また２日間

のデータを比較すると、１日目と２日目で変化があった

ことから、一時的な社会実験による経路誘導だけでなく、

通勤・通学の自転車利用者に対して継続的な経路誘導を

おこなっていくための効果的な方策を検討することが必

要である。 
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